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議 案 名  

 

議員提出議案第３号  刑事訴訟法の再審規定改正に向けた審議促進を求める意 

見書提出のこと 

〃     第４号  地方消費者行政維持・強化のための施策を求める意見書 

提出のこと 

 

  

 

 



議員提出議案第３号 

 

 

 

   刑事訴訟法の再審規定改正に向けた審議促進を求める意 

   見書提出のこと 

 

 刑事訴訟法の再審規定改正に向けた審議促進を求める意見書を別紙のとおり提出す

る。 

 

令和７年６月３０日提出 

 

  明石市議会議長 

    国 出  拓 志  様 

 

明石市議会議員 灰 野  修 平 

同    宮 坂  祐 太 

同    上 田  雅 彦 

同    黒 田  智 子 

同    千 住  啓 介 

同    辰 巳  浩 司 

同    梅 田  宏 希 

同    中 西  礼 皇 



刑事訴訟法の再審規定改正に向けた審議促進を求める意見書 

 

冤罪は人生を狂わせ、破壊し、人格を否定する人権侵害であると同時に、法制度自体の正

当性をも失わせるものです。再審制度は、無実の人にとって、救済のための最後のとりでで

あり、刑事訴訟法第４３５条において「有罪の言渡をした確定判決に対して、その言渡を受

けた者の利益のために、これをすることができる。」とされています。しかし、再審制度に

関する刑訴法の規定は１９条しかなく、手続の詳細についての規定がない、きわめて大雑把

な規定であり、再審請求審の審理や進行は、個々の事件で裁判長の解釈や運用に多くが委ね

られているのが実情です。 

 平成２８年の刑事訴訟法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第５４号）は、同法附

則第９条第３項において、政府は同法の公布後、必要に応じ、速やかに、再審請求審におけ

る証拠の開示等について検討するものと規定されているにもかかわらず、今なお制度化は

実現していません。 

 現行の再審制度の問題点の一つは、再審請求手続きにおいて、捜査段階で集めた全ての証

拠が請求人に開示されないことです。公判未提出証拠を含め、全ての証拠は真実解明のため

に開示すべきです。 

さらにもう１つの問題点として、裁判所が再審開始決定をしても、検察官が不服申立てを

行うことで、再審請求審の長期化を招いていることが挙げられます。検察官は不服申立てに

よらずとも、再審公判において主張の機会が保障されており不都合はなく、実情において再

審請求審で裁判所により退けられた主張が再審公判で繰り返されている不合理を是正する

ためにも検察官の抗告は排除されることが望ましいと言えます。 

袴田事件では、死刑判決の確定から証拠開示までに３０年の年月を要し、また２０１４年

の静岡地裁の再審開始決定に対し、検察が即時抗告したため、２０２３年の東京高裁による

再審開始確定までさらに９年を要しました。布川事件、東住吉事件、湖東記念病院事件等、

再審無罪が確定した多くの事件でも、証拠開示までに多くの年月を要し、検察の抗告により、

さらに再審請求審が長期化したことは共通しています。 

無実の人を救済することを目的としている再審制度において、いたずらに再審請求審を

長期化することは、人道的見地からも許されないことと考えます。 

 以上の点から、下記の事項について刑事訴訟法の再審規定を速やかに改正することを強

く要望いたします。 

 

記 

 

１．再審制度の手続きの整備をすること 

２．再審請求手続で、検察官の手持ち資料を含め、証拠を全面開示すること 

３．裁判所の再審開始決定に対する、検察官の不服申立てを禁止すること 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 令和７年６月３０日 

 

                                兵庫県明石市議会 

 



議員提出議案第４号 

 

 

 

   地方消費者行政維持・強化のための施策を求める意見書 

   提出のこと 

 

 地方消費者行政維持・強化のための施策を求める意見書を別紙のとおり提出する。 

 

令和７年６月３０日提出 

 

  明石市議会議長 

    国 出  拓 志  様 

 

明石市議会議員 灰 野  修 平 

同    宮 坂  祐 太 

同    上 田  雅 彦 

同    黒 田  智 子 

同    千 住  啓 介 

同    辰 巳  浩 司 

同    梅 田  宏 希 

同    中 西  礼 皇 



地方消費者行政維持・強化のための施策を求める意見書 

 

消費生活相談件数は、２０２３年、９０万件台と高止まり、被害・トラブル額の推

計は過去最高の約８．８兆円に達した。高齢者の被害が大きな割合を占め、被害も多

様化・高度化している。このような消費者被害に対応するためには、地方公共団体の

相談窓口の充実が必要不可欠である。  

相談体制の強化策として、国による消費生活相談員の人件費にも使える交付金（旧

地方消費者行政強化交付金、現消費者行政推進事業に対する地方消費者行政強化交付

金）が、補助率１０割で長年、地方の相談体制を下支えしてきた。しかし、その交付

金は、定められた活用期限の到来により、令和６、７年度に多くの地方公共団体で、

令和９年度には全ての地方公共団体で終了する。地方公共団体の自主財源は増加して

はいるものの十分な程度には達しておらず、そのような状況下で交付金が終了するこ

とにより、特に小規模な地方公共団体において、相談窓口の維持が困難になったり、

交付金で実施してきた啓発・消費者教育、消費者被害防止対策等の事業の継続が困難

となるなど、地方消費者行政が後退・縮小するおそれがある。 

また、全国消費生活情報ネットワークシステム（以下、ＰＩＯ－ＮＥＴ）の刷新及

び消費生活相談のデジタル化による財政上の負担、消費生活相談員の担い手不足など

も、地方消費者行政の安定的実施を妨げる要因となっている。消費者庁には地方支分

部局がないことも相まって、地方公共団体は国の消費者行政の一端を担っている。特

に、全国の消費生活相談情報を一元的に活用できるＰＩＯ－ＮＥＴは、国の消費者行

政を支える柱であり、その費用は国が負担すべきである。  

よって、国において、地方消費者行政の拡充・強化を図るため、下記の事項を措置

されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 地方消費者行政推進事業に対する地方消費者行政強化交付金の交付期限を相当

期間延長するか、少なくとも、同交付金と同様に消費生活相談員の人件費にも充

てることができる交付金等の財政支援を早急に措置すること。  

２ ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新・消費生活相談のデジタル化により地方公共団体に生じ

る費用を国において措置すること。  

３ 消費生活相談情報の聴取及びＰＩＯ－ＮＥＴ登録業務等、国と地方公共団体相

互の利害に関係がある事務であって、国全体の消費者被害防止の意義を有する事

務として円滑な運営を推進する必要あるものに対し、地方財政法第１０条を改正

して国の恒常的な財政措置を検討すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 令和７年６月３０日 

兵庫県明石市議会 


